
○福井県高等学校定時制課程および通信制課程修学奨励金の貸与等に関する規則 

昭和五十年七月十五日福井県教育委員会規則第九号 

〔福井県高等学校定時制課程修学奨励金の貸与等に関する規則〕を公布する。 

福井県高等学校定時制課程および通信制課程修学奨励金の貸与等に関する規則 

(昭五二教委規則六・改称) 

(趣旨) 

第一条 この規則は、福井県高等学校定時制課程および通信制課程修学奨励金貸与条例(昭

和五十年福井県条例第二十五号。以下「条例」という。)第十一条および福井県事務委任規

則(昭和四十四年福井県規則第一号)第七条の規定に基づき、福井県高等学校定時制課程およ

び通信制課程修学奨励金(以下「修学奨励金」という。)の貸与の手続き等に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

(昭五二教委規則六・平二二教委規則五・一部改正) 

(貸与の申請) 

第二条 条例第二条の規定により修学奨励金の貸与を受けようとする者は、修学奨励金貸

与申請書(様式第一号)に次の各号に掲げる書類を添え、別に定める日までに、在学する高等

学校(中等教育学校の後期課程を含む。)の長(以下「学校長」という。)を経て福井県教育委

員会(以下「教育委員会」という。)に提出しなければならない。 

一 経常的収入を得る職業に就いていることを証する書類 

二 本人の年間所得(本人が被扶養者である場合は、その扶養者の年間所得)を証するに足る

書類 

三 学校長の推薦書(様式第二号) 

四 保証人となるべき者の保証書(様式第三号) 

五 学習計画書(様式第四号) 

六 その他教育委員会が必要と認める書類 

2 条例第二条第二号に規定する経済的理由により著しく修学が困難であることとは、本人

の年間所得(本人が被扶養者である場合は、その扶養者の年間所得)が教育委員会の定める額

以下の場合をいう。 

(昭五二教委規則六・昭五三教委規則七・平七教委規則四・平一一教委規則四・平二二教委

規則五・一部改正) 

(保証人) 

第三条 条例第五条第一項の規定に基づき、修学奨励金の貸与を受けようとする者が立て

なければならない保証人は二人とし、うち一人は保護者(父母またはこれに代わる者)でなけ

ればならない。 

(貸与の決定等) 

第四条 教育委員会は、第二条に規定する修学奨励金貸与申請書を受理したときは、条例

第二条に規定する要件を備えているかどうかを審査し、適当と認めるときは修学奨励金貸



与決定通知書(様式第五号)を学校長を経て本人に交付する。 

2 前項の規定により貸与決定通知書を受けた者は、ただちに保証人と連署した誓約書(様式

第六号)を学校長を経て教育委員会に提出しなければならない。 

(昭五二教委規則六・一部改正) 

(貸与の方法) 

第五条 修学奨励金は、次の表の上欄に掲げる月の分を同表の下欄に掲げる月に貸与する

ものとする。ただし、教育委員会が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

区分 

貸与の時期 

四月から七月まで 

七月 

八月から十二月まで 

十二月 

一月から三月まで 

三月 

(所得税に関する書類の提出) 

第六条 修学奨励金の貸与を受けている者(以下「修学生」という。)は、その者の年間所得

(本人が被扶養者である場合は、その扶養者の年間所得)について、当該所得を証するに足る

書類を、毎年度、年間所得の確定後すみやかに学校長を経て教育委員会に提出しなければ

ならない。 

(貸与の停止期間) 

第七条 条例第六条第二項に規定する期間は、次の各号に定める期間とする。 

一 条例第六条第二項第一号に掲げる場合休学した日または停学の処分を受けた日の属す

る月の翌月から復学しまたは処分を解除された日の属する月の前月までの期間 

二 条例第六条第二項第二号に掲げる場合長期にわたつて欠席を始めた日の属する月の翌

月から登校を始めた日の属する月の前月までの期間 

三 条例第六条第二項第三号に掲げる場合 教育課程の修学状況が基準に達しなくなつた

日の属する月の翌月から基準に達する日の属する月までの期間 

(昭五二教委規則六・全改、平二二教委規則五・一部改正) 

(教育課程基準) 

第八条 条例第六条第二項第三号に規定する基準は、修学生が在籍する高等学校の課程を

卒業までに四年以内で修了しうるよう定められた教育課程の各年間の単位数とする。 

(昭五二教委規則六・追加、平七教委規則四・平二二教委規則五・一部改正) 

(借用証書等) 

第九条 修学生は、修学奨励金を受領したときは、その都度すみやかに受領書(様式第七号)

を学校長を経て教育委員会に提出しなければならない。 



2 修学生は、その貸与期間が満了したとき、または条例第六条第一項の規定により修学奨

励金の貸与を取り消されたときは、ただちに貸与を受けた修学奨励金の全額について、保

証人と連署した借用証書(様式第八号)を学校長を経て教育委員会に提出しなければならな

い。 

(昭五二教委規則六・旧第八条繰下・一部改正) 

(辞退) 

第十条 修学生は、修学奨励金の貸与を辞退しようとするときは、ただちに辞退届(様式第

九号)を学校長を経て教育委員会に提出しなければならない。 

(昭五二教委規則六・旧第九条繰下・一部改正) 

(返還猶予の申請) 

第十一条 条例第八条の規定により修学奨励金の返還債務の履行猶予を受けようとする者

は、修学奨励金返還猶予申請書(様式第十号)に返還の猶予を受けようとする事由を証するに

足る書類を添え、学校長を経て教育委員会に提出し、承認を受けなければならない。 

(昭五二教委規則六・旧第十条繰下・一部改正) 

(返還の猶予期間) 

第十二条 条例第八条に規定する規則で定める期間は、同条第一号に該当する場合にあつ

てはそれぞれの学校に在学している期間、同条第二号に該当する場合にあつては一年以内

を原則とし、さらにその事由が継続するときは申請により五年を限度として一年ずつ延長

することができる。 

(昭五二教委規則六・旧十一条繰下) 

(返還債務の免除の申請) 

第十三条 条例第九条の規定により修学奨励金の返還債務の免除を受けようとする者(本人

が死亡したときは、遺族または保証人)は、修学奨励金返還債務免除申請書(様式第十一号)

に返還債務の免除を受けようとする事由を証するに足る書類を添え、学校長を経て教育委

員会に提出し、承認を受けなければならない。 

(昭五二教委規則六・旧第十二条繰下・一部改正) 

(返還計画) 

第十四条 修学奨励金の貸与を受けた者が修学奨励金を返還しなければならなくなつたと

きは、当該事由の生じた日から起算して二十日以内に修学奨励金返還計画書(様式第十二号)

を学校長を経て教育委員会に提出しなければならない。 

(昭五二教委規則六・旧第十三条繰下・一部改正) 

(返還方法) 

第十五条 修学奨励金の返還は、月賦または半年賦の均等返還によるものとする。ただし、

繰り上げ返還をすることができる。 

(昭五二教委規則六・旧第十四条繰下) 

(届出) 



第十六条 修学生は、次の各号のいずれかに該当するに至つたときは、ただちにその旨を

書面により学校長を経て教育委員会に届け出なければならない。 

一 氏名または住所を変更したとき。 

二 退学し、もしくは転学し、または転籍したとき。 

三 休学または停学の期間が一月以上にわたつたとき。 

四 復学したとき。 

五 一月以上の長期にわたり欠席したとき。 

六 離職し、または転職したとき。 

七 教育課程の修学状況が第八条に規定する基準に達しなくなつたとき。 

八 独立行政法人日本学生支援機構から学資の貸与を受けることになつたとき。 

九 保証人の氏名、住所もしくは職業に変更があつたとき、または保証人が死亡し、もし

くは破産手続開始の決定その他保証人として適当でない理由が生じたとき。 

2 修学奨励金の貸与を受けた者(返還すべき債務のなくなつた者を除く。以下この条におい

て同じ。)は、前項第一号または第九号のいずれかに該当するに至つたときは、ただちにそ

の旨を書面により教育委員会に届け出なければならない。 

3 修学生または修学奨励金の貸与を受けた者が死亡したときは、ただちにその者の遺族ま

たは保証人は、その旨を教育委員会に届け出なければならない。 

(昭五二教委規則六・旧第十五条繰下・一部改正、平一六教委規則一・平一六教委規則一一・

平二二教委規則五・一部改正) 

(その他) 

第十七条 この規則に定めるもののほか、修学奨励金の貸与等に関し必要な事項は、教育

長が定める。 

(昭五二教委規則六・旧第十六条繰下) 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、昭和五十年四月一日から適用する。 

附 則(昭和五二年教委規則第六号) 

この規則は、昭和五十二年四月一日から施行する。 

附 則(昭和五三年教委規則第七号) 

(施行期日等) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

2 この規則による改正後の福井県高等学校定時制課程および通信制課程修学奨励金の貸

与等に関する規則の規定は、昭和五十三年四月一日から適用する。 

附 則(平成七年教委規則第四号) 

この規則は、平成七年四月一日から施行する。 

附 則(平成一一年教委規則第四号) 

この規則は、平成十一年四月一日から施行する。 



附 則(平成一六年教委規則第一号) 

この規則は、平成十六年四月一日から施行する。 

附 則(平成一六年教委規則第一一号) 

この規則は、平成十七年一月一日から施行する。 

附 則(平成二二年教委規則第五号) 

この規則は、平成二十二年四月一日から施行する。 

様式第 1号(第 2条関係) 

(昭 52教委規則 6・平 11教委規則 4・平 22教委規則 5・一部改正) 

 

様式第 2号(第 2条関係) 

(昭 52教委規則 6・平 11教委規則 4・平 22教委規則 5・一部改正) 

 

様式第 3号(第 2条関係) 

(昭 52教委規則 6・平 11教委規則 4・一部改正) 

 

様式第 4号(第 2条関係) 

(平 11教委規則 4・全改、平 22教委規則 5・一部改正) 

 

様式第 5号(第 4条関係) 

(平 11教委規則 4・全改) 

 

様式第 6号(第 4条関係) 

(昭 52教委規則 6・旧様式第 5号繰下・一部改正、平 11教委規則 4・一部改正) 

 

様式第 7号(第 9条関係) 

(昭 52教委規則 6・旧様式第 6号繰下・一部改正、平 11教委規則 4・一部改正) 

 

様式第 8号(第 9条関係) 

(昭 52教委規則 6・旧様式第 7号繰下・一部改正、平 11教委規則 4・一部改正) 

 

様式第 9号(第 10条関係) 

(昭 52教委規則 6・旧様式第 8号繰下・一部改正、平 11教委規則 4・一部改正) 

 

様式第 10号(第 11条関係) 

(昭 52教委規則 6・旧様式第 9号繰下・一部改正、平 11教委規則 4・一部改正) 

 



様式第 11号(第 13条関係) 

(昭 52教委規則 6・旧様式第 10号繰下・一部改正、平 11教委規則 4・一部改正) 

 

様式第 12号(第 14条関係) 

(昭 52教委規則 6・旧様式第 11号繰下・一部改正、平 11教委規則 4・一部改正) 


